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新潟市立明生園給食業務委託業者募集要項

１．趣旨 

   この要項は、新潟市立明生園（新潟市立明生園、めいせいデイサポートセンター）の給食業務委託に

関し、新潟市委託事務の執行に関する要綱第８条の２に基づき、その委託業者を公募型提案競技方式

により選定するために必要な事項を定めるものとする。 

２．委託業務 

   新潟市立明生園給食業務委託 

３．委託場所等 

   新潟市立明生園 (新潟市中央区水道町１-５９３２-６２１) 

    該当施設名称 ・新潟市立明生園（通所定員：生活介護７０人、日中一時支援４人） 

           ・めいせいデイサポートセンター（通所定員：２０人） 

４．委託期間等 

業務の委託期間は、原則として、令和４年７月１日から令和７年７月３１日までとする。

   ただし、令和４年７月１日から令和４年７月３１日までは、業務受託者の準備、研修期間とし、

委託料の算定期間には算入しない。受託に伴う準備、研修に要する経費は受託者の負担とする。 

５．委託業務の基本的な運用方針 

業務受託業者は、業務の実施に当たっては、障がい福祉施設の給食の目的を深く理解するとと

もに、衛生的かつ安全でおいしい食事を提供しなければならない。 

６．委託業務の内容 

(1)栄養管理業務（食数管理業務） 

(2)調理作業管理業務（主食・副食調理全般及び配膳・下膳・洗浄業務） 

(3)材料管理業務 

(4)施設設備管理業務 

(5)業務管理業務 

(6)衛生管理業務 

(7)非常事態に関する業務 

(8)労働安全衛生業務 

(9)その他、上記に付帯する必要な事項 
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７．業務受託者の選定方法 

   業務受託者の選定は公募型提案競技方式により行う。 

   提案競技に参加しようとする場合は、別添様式による参加表明書及び提案書を提出しなければ

ならない。 

８．参加資格要件 

   以下の条件を全て満たすものとする。 

   (1)障がい福祉施設の給食として、通所者等にとって安全で美味しい食事を提供することがで

きること。 

   (2)「新潟市競争入札参加資格者名簿」に登載されているものであり、かつ指名停止を受けて

いないもので、新潟市内に本・支店又は営業所等を有するものであること。 

   (3)提案書類の受付締切日において、地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない法人で

あること。 

   (4)役員の中に破産者、及び禁固以上の刑に処されたものがいないこと。 

   (5)会社更生法及び民事再生法等による手続きをしている法人でないこと。 

   (6)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団及びそれら

の利益となる活動を行う法人でないこと。 

   (7)令和４年３月３１日現在までに１日（昼食）で７０食以上の社会福祉施設や病院の給食業

務を継続して１年以上の受託（食材の発注、調理加工、盛付、配膳、下膳、食器洗浄）の実

績を有するものであること。 

   (8)国税及び新潟市税の未納がないこと。 

   （9)業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、これ

らを受けていること。 

９．募集要項の交付 

(1)交付期間 令和４年６月１日（水）から令和４年６月７日(火) 

市の休日を除く、各日午前８時３０分から午後５時３０分まで 

(2)交付場所 〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

   新潟市福祉部障がい福祉課管理係 

        （市役所 本館１階 ℡025-226-1237） 

※ 新潟市ホームページからもダウンロードできます。 

10．参加表明書類の提出 

提案競技に参加を希望する場合は、次により参加表明書を提出すること。 

(1)提出書類 別添「参加表明書」（様式第１号） 

(2)提出期限 令和４年６月１日（水）から令和４年６月７日（火）
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市の休日を除く、各日午前８時３０分から午後５時３０分まで 

(3)提出場所 新潟市福祉部障がい福祉課管理係 

        （市役所 本館１階 ℡025-226-1238） 

(4)提出部数 １ 部 

(5)提出方法 持参又は郵送(書留郵便に限る)で提出すること。電子メールによる提出は認めな 

い。提出期限までに必着のこと。 

11．質問及び回答 

   質問は電子メールにより行うこと。 

 (1) 提出期限 令和４年６月８日（水）午後５時３０分まで 

        提出期限までに必着のこと。 

(2) 提出場所 メールアドレス shogai.wl@city.niigata.lg.jp

             宛名は新潟市福祉部障がい福祉課管理係とする。 

          件名は新潟市立明生園給食業務提案質問書とする。 

 (3) 質問の回答 

質問に対する回答は、令和４年６月９日（木）までに参加表明書提出者全員に電子メール

で回答する。なお、質問の回答事項は本要項の追加又は修正とみなす。 

12．提案書の提出及び提案項目 

 (1) 提出書類  

 次の項目について提案すること。 

提出書類名 提案項目 書 式

提案書 様式第２号

(1)会社の内容 ①名称・代表者名・設立年月日・経歴・資本金・

従業員・本店支店の所在地・業務内容・受託実

績、障がい者の雇用状況等について

様式第３号

(2)総括的事項 ①施設給食に対する考え方

②準備業務の内容

様式第４号

(3)給食業務運用 ①食事の質等

②食材料の調達

③食材料費

様式第５号

(4)教育・研修 ①従事者の教育・研修 様式第６号
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(5)危機管理 ①不測事態（災害、食中毒等を含む）発生時の

対応

様式第７号

(6)衛生管理 ①衛生管理体制 様式第８号

(7)従業者・人員配置等 ①従事者の採用計画及び人員配置等 様式第９号

(2)記入方法  ①提出書類は、原則Ａ４版・縦型・横書・左綴じで作成すること。 

       ②提案書に記載する文字の大きさは10.5～12ﾎ゚ ｲﾝﾄとし、書体は任意とする。        

③文章を補完するためのイラスト、イメージ図等を使用してよい。 

       ④提案項目の記載は様式各号ごとＡ４用紙１枚以内とする。 

         ⑤指定された様式以外に別途資料を添付してはならない。 

(3)添付書類  ①決算書等 

直近の貸借対照表、損益計算書及び余剰金又は欠損金の処理状況を明らかにした書類。 

      ②国税及び市税の納税証明書（各１部） 

       ア 国税（税務署）の納税証明書（写し可） 

         直近の法人税、消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書を提出すること。 

       イ 新潟市入札用の納税証明書（写し可） 

         直近の納税証明書を提出すること。 

(4)提出期限 令和４年６月１４日（火）正午まで 

(5)提出場所 〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１  

新潟市福祉部障がい福祉課管理係 

(6)提出部数 １０部(提案者名は１部のみに明記すること) 

正本１部、副本９部（副本は白黒コピーとする。） 

(7)提出方法 持参又は郵送(書留郵便に限る)で提出すること。電子メールによる提出は認めな

い。持参の場合は市の休日を除く各日午前８時３０分から午後５時３０分まで（６

月１４日は正午まで）。提出期限までに必着のこと。 

(8)その他  ①提出書類について提出後の追加及び変更は認めない。 

        ②提案書等の作成、提出に要する費用は提案者の負担とする。 

③提出された書類は返却しない。 

        ④提出された書類は新潟市情報公開条例に基づき公開する場合がある。 

⑤提出された書類以外に、審査に必要な書類の提出を求める場合がある。 

13．選定方法 

  (1) 新潟市立明生園給食業務委託業者選定委員会 
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業務受託者の選定は、新潟市立明生園給食業務委託業者選定委員会設置要綱により新潟市

立明生園給食業務委託業者選定委員会が行う。 

 (2)評価事項 

  提出された提案書の評価観点の主なものは次のとおりとする。 

項目 評価

ａ 通所者等満足度 新潟市立明生園、めいせいデイサポートセンター利用者が満足できると想定

される提案が示されている。

ｂ 特色・配慮 施設給食の品質、安全の確保について特色・配慮が提案（食材料金額を含む）

に示されている。

ｃ 施設業務運営 当施設の各種業務がより円滑に進むと想定される提案が示されている。

ｄ 会社内容 会社の状況、受託実績等について記載されていること。HACCP などの認定

証の確認ができる。

(3)審査 

① 審査は、書類審査及び提案に対する質疑、補足説明を求めるための面接ヒヤリング等を

行う。なお、面接ヒヤリング等の日程及び場所については対象者に文書で通知する。ただ

し、提案者が多数の場合は書類審査のみにより選定を行う場合がある。 

② 上記①の結果等を総合的に評価し、最高得点者及び次点者を特定する。ただし、最高得

点者の得点が概ね満点の５０％を満たない場合は、選定されない。 

(4)審査結果の通知 

    審査結果は令和４年６月２２日(水)までに提案者全員に通知文書を発送する。審査結果につ

いての問い合わせは一切応じない。 

(5)選定後の手続き 

   業務受託者として選定された提案者は、選定結果通知後速やかに、準備作業について、施設

側と打ち合わせを行うこととする。 

14．失格事項 

 次のいずれかに該当した者は失格とする。 

(1)提案書提出期限に遅れた者。 

(2)面接ヒヤリング等の実施時間に遅れた者。 

(3)提出書類に虚偽の記載をした者。 

15．関係資料（別添） 

資料―１ 新潟市立明生園給食業務委託仕様書 

資料―２ 調理室配置図・機器表（参考） 
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資料―３ 給食実数の内訳（平成３１年度から令和３年度） 

16.その他 

本提案競技の募集開始の日から、選定委員会において選考が終了するまでの間に、選定委員ま

たは事務局に対する営業活動を禁止する。 
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 (用紙 Ａ４タテ) 

様式第 １ 号      

参 加 表 明 書

(業務名)  新潟市立明生園給食業務

標記業務の提案書に基づく提案競技に参加したいので、参加表明書を提出します。

                          令和  年  月  日

（あて先）

新 潟 市 長 

(提出者) 住 所

             商号又は名称

代 表 者氏名    印

電話番号
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(用紙 Ａ４タテ) 

様式第 ２ 号

                          令和  年  月  日

新 潟 市 長 

(提出者) 住 所

             商号又は名称

代 表 者氏名    印

電話番号

          提 案 書

（事業名） 新潟市立明生園給食業務

標記業務について、提案書及び添付書類を提出します。

なお、記載内容は事実に相違ありません。
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様式第 ３ 号

（１） 会社の内容

商号又は名称

代表者名 設立年月日

経歴・沿革

資本金

従業員

役員(又は個人事業主)               名

正社員(又は専従者)               名

パート・アルバイト等               名

本店所在地

新潟市内の支店・営業所 有・無 市内支店・営業所所在地

業務内容

新潟市競争入札参加資

格者名簿登載
有・無 

障がい者雇用率

（「障害者の雇用の促進等に関

する法律」に基づく）

定員（床数）70 人以上の社会福祉施設及び病院の給食業務全面受託実績が１年以上ある施設名を全て記

載すること。（別添一覧表でも可）

施設名

(入所定員数) 
所在地 契約年月日 受託業務内容

から

まで

から

まで

から

まで

＊損害賠償保険に加入の場合、加入証の写しを添付すること。 

＊ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ９００１の認定を受けている場合、認定書の写しを添付すること。 
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様式第 ４ 号

（２）総括的事項

①施設給食に対する考え方

 新潟市立明生園（めいせいデイサポートセンター含む）の給食に対する基本的な考え方（意義や

目的、重要性）及びその実現に向けた提案を記述すること。 

②準備業務の内容 

給食業務の受託決定から提供開始までの期間の準備業務（従事者の確保、前受託者からの引継ぎ、従事

者研修等の業務開始に向けた準備）の内容について、具体的に記述すること。 
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様式第 ５ 号

（３）給食業務運用

①食事の質等

障がい福祉施設の給食として、食味及び食欲を向上させる等の対策などの対応について、具体的

に記述すること。 

②食材料の調達等 

食材の品質や栄養の質の確保、安全な食材の確保等について、具体的に記述すること。 

また、「仕様明細書 ３ その他（１）」に記載の食数提示時期以外に、独自の調達方法により食材の発注

数と提供数の乖離を少なくし、ロスを減らせる提案がある場合も具体的に記述すること。 

③ 給食業務委託料１日１人当たりの単価額を表示すること。ただし、その額は５８８円（消費税等込）

を超えないものとする。 

また、単価額内訳として食材費を示すこと。なお、食材費は３６６円以上とすること。 

※給食数の見込は、添付資料の給食実数の内訳（平成３１年度から令和３年度）、及び委託仕様書に記

載の検食・保存食数を参照のこと。 

給食業務委託料       円（消費税等込） 

うち食材費       円
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様式第 ６ 号

（４）教育・研修

①従事者の教育・研修

従事者に対する調理技術向上、衛生管理、接遇等の教育・研修について、従事者研修計画（年間

計画、中途採用者の研修等）を具体的に記述すること。 
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様式第 ７ 号

（５）危機管理

①不測事態発生時の対応

不測事態（災害、食中毒等発生時）の対応方法や業務の継続履行が保障される代行体制について、具

体的に記述すること。 

 また、具体的なマニュアル等の整備状況及び指揮命令系統図についても記述すること。



14

様式 ８ 号

（６）衛生管理

①衛生管理体制

大量調理マニュアルに基づく厨房施設、設備、調理器具、食器、業務従事者等に対する衛生管理体制に

ついて、従事者に対する健康管理について、設備・衛生項目等の検査の自主的な実施について、具

体的に記述すること。 
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様式第 ９ 号

（７）従業者・人員配置等

①従事者の採用計画及び人員配置等

貴社が従事させる社員の採用計画、採用基準、採用賃金、及び従事者の人員配置（全体人員と勤務体

制表）を記述すること。また、従事者の休暇等における代替要員確保について記述すること。 

賃金については、１カ月当たりの賃金額（時給額も併記）でそれぞれ表示したうえ合計額を表示するこ

と。 

※ 仕様書に基づき、調理員は、調理師免許取得及び給食施設に２年以上就業した経験のある者を１

人以上配置すること。現場責任者は、栄養士又は３年以上の調理師としての経験がある常勤の正

規調理師を配置すること。


